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  本事務所通信は事務所の顧客さま、名刺交

換をさせていただいた方、ＦＡＸ番号、メー

ルアドレスを教え頂いた会社さんへお送りし

ております。不要の方はお手数ですがメー

ル、ＦＡＸ、電話等でその旨をご連絡下さい

ますようお願い申し上げます。 

   
 

ホワイト企業認定取得の勧め 

ホワイト企業認定は一回取得すればよい訳

ではありません。年に一度の更新審査があり

ます。企業の健康診断に例えられます。企業

の健康診断で元気な会社を保てます。 
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降格・降級 

人事評価に因るにしても、懲戒処分に因るにし

ても降格・降級はトラブルに発展することがあり

ます。今回は、降格・降級の法的な留意点を紹介

します。 

 降格・降級とは・   

降格は、社員の地位や役職などを下げることで

す。例えば部長から課長、主任から平社員に変え

ることです。降級は、地位や役職はそのまま、等

級を下げることです。例えば、参事１級から参事

２級に変えることです。降格・降級には、①人事

権に因るものと②懲戒処分に因るものがありま

す。どちらにしても自尊心が傷つけられたり、給

与が関係したりするために納得できない社員とト

ラブルに発展する可能性があります。 

裁判になると、降格・降級が一般的には権限や

賃金等の労働条件の低下を伴うことから慎重な判

断を示されることが多くなります。 

 人事権に因る降格・降級・   

一般論として人事権の行使は基本的に使用者の

経営上の裁量範囲とされています。誰をどの部署

に配置して、どのような権限を与え、どのような

処遇をすることが経営上最も有利であるかを決定

して実行するのは使用者の役割です。降格・降級

も人事権に因るものですから、「権利の濫用」と

判断されない限り有効です。 

しかし例え裁量範囲であるとは言っても合理的

な理由がない、あるいは社会通念上相当でない降

格・降級は「権利の濫用」と見なされます。ここ

で「合理的」とは、第３者が道理にかなっている

と納得できることです。①業務上の必要性、②能

力・適性の欠如等の社員側の問題点、③人事異動

の運用状況等から判断されます。感情的な、ある

いは本来と目的と違う意図のもとに行う降格・降

級は「権利の濫用」で無効となります。 

「社会通念上相当でない」とは、「そんな極端

なことは許されない」と判断されることです。部

長から平社員へのいきなりの降格は、事情にもよ

りますが、通常は「社会通念上相当でない」と判

断され、無効となる可能性が高いと思われます。 

就業規則等に人事制度を明示し、これに沿って

人事異動を行ったり、これを社員に周知したりす

ることで、「権利の濫用」と判断されるリスクを

減らすことができます。 

 懲戒処分による降格・降級・  

懲戒処分による降格・降級は法令違反の恐れが

あり、著者はこの制度の採用には反対です。降

格・降級が給与の低下を伴うと、減給制裁の制限

を定めた労働基準法第９１条との関係が生じま

す。法では一回の違反行為に対する減給は平均賃

金１日分の半額以内に制限されています。例えば

月の給与が３０万円のとき、平均賃金は１万円ぐ

らいです。制限額は半分の５千円ぐらいです。降

格・降級により、例え１～２％の減給でも直ぐに

５千円を超えて法令違反となります。 

横領やセクハラ等の就業規則に違反する行為を

行った資質の社員は、「その地位や役職が相応し

くない」ならば人事異動の降格や部署異動で済み

ます。あえて法令違反の恐れのある懲戒処分に因

る降格・降級を行う必要はありません。 

 まとめ・  

降格・降級は常にトラブルの芽を孕んでいま

す。やむを得ず行うときには納得感が大事です。

就業規則や公平な人事評価制度の整備を行い、こ

れを的確に運用することが求められます。


